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トラヒックからみた我が国の通信利用状況（平成１２年度） 
 
 
 総務省では、電気通信事業報告規則（昭和６３年郵政省令第４６号）に基づ
き、第一種電気通信事業者より電気通信サービスに係るトラヒックデータの報
告を求めているところですが、この度、平成１２年度分報告のトラヒックデー
タをとりまとめましたのでお知らせいたします。 
 
なお、概要は別紙のとおりです。 
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トラヒックからみた我が国の通信利用状況 

【平成１２年度】 
 
 

 この資料は、電気通信事業報告規則に基づき、本年６月末（国際に
ついては９月末）に各第一種電気通信事業者より提出された平成１２
年度（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）の加入電話、Ｉ
ＳＤＮ、携帯電話、ＰＨＳ及び国際電話の利用状況報告について、集
計･分析を行い取りまとめたものです。 
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別 紙 



 

 １

１１１１１１１１．．．．．．．．ははははははははじじじじじじじじめめめめめめめめにににににににに        
 
（１）（１）（１）（１）    調査の背景調査の背景調査の背景調査の背景    
 
  国民生活、社会経済活動に不可欠な電気通信サービスの在り方を検討するためには、
その利用動向を客観性、信頼性のあるデータに基づいて把握することが不可欠です。 
  このような観点から、総務省では、昭和６３年に電気通信事業報告規則（昭和６３
年郵政省令第４６号）を定め、第一種電気通信事業者から電気通信サービスに係るト
ラヒックデータの報告を求め、電気通信政策の策定等に活用しています。 
  また、そのデータを公表することにより、国民利用者の電気通信サービスに対する
理解を深めることに役立てております。 
    

    
（２）（２）（２）（２）    調査の経緯調査の経緯調査の経緯調査の経緯    
 
 このトラヒックデータについては、昭和６３年度のものから報告を受けており、平
成２年度のものから集計･分析に加え公表を行っています。 

 
 
（３）（３）（３）（３）    調査対象事業者調査対象事業者調査対象事業者調査対象事業者    
 
 以下の内訳のとおり、第一種電気通信事業者５５社のものを取りまとめています。 
 
① 国内固定系事業者   １８社 

 
② 移動系事業者     ３５社 

 
③ 国際系事業者      ７社 

 
（ 国内、国際兼業    －５社） 

 
④ 合計         ５５社 

 
 
 
 



 

 ２

２２２２２２２２        平平平平平平平平成成成成成成成成１１１１１１１１２２２２２２２２年年年年年年年年度度度度度度度度ののののののののポポポポポポポポイイイイイイイインンンンンンンントトトトトトトト        
        

 

・ 固定からモバイル、音声からデータ（インターネット）へという流れのさら
なる加速。 

・ 固定系通信では、市内、県内市外、県間通信全てにおいてＮＣＣのシェアが
伸びるも、全体としてみると、ＮＴＴグループは８割以上のシェアを占めて
いる。 

 
 
（１)  平成１２年度末報告において、移動系通信（携帯電話＋ＰＨＳ）の加入数合計が、

固定系通信（加入電話＋ＩＳＤＮ）の加入数合計を上回る。なお、本年１０月末速報
値では、携帯電話の加入数が固定系通信の加入数合計を上回った。（Ｐ．４） 

 
・ 固定系通信加入数６,１９６万加入 移動系通信加入数６,６７８万加入(平成１２年度末) 
 

・ 固定系通信加入数６,１６４万加入 携帯電話加入数 ６,５９２万加入（平成１３年１０月末速報値） 
 

 
（２)  携帯電話端末を利用したインターネット接続サービスの加入数は昨年度末の約５

倍、本年９月末速報値では約６倍、通信量（推計値）は約１１倍。（Ｐ．５） 
 
・ 携帯電話端末を利用したインターネット接続サービス加入数(i モード･Ezweb･J-sky 加入数) 
平成１１年度末約７５０万加入→平成１２年度末約３,４５７万加入→同９月末４,４９４万加入（速報値） 

 

・ 携帯電話端末を利用したインターネット接続サービス利用量（推計値） 
平成１１年度末約１,１３０億パケット → 平成１２年度末１２，６５７億パケット（推計値） 
 
 
（３)  総通信回数における固定 ⇔ 固定のシェアは減少する一方、移動 ⇔ 移動のシェア

はさらに増加、全体の２割を超えた。（Ｐ．６） 
 
・ 固定 ⇔ 固定 (平成１１年度６３.９％→平成１２年度５９.５％) 
・ 移動 ⇔ 移動 (   同  １８.２％→   同   ２２.４％) 
 
 
（４)  加入電話 ⇒ 固定のシェアが、通信時間では全体の５割を、通信回数では全体の４

割を下回った。（Ｐ．７） 
 
・ 加入電話 ⇒ 固定のシェア（通信時間） （平成１１年度５５.５％ → 平成１２年度４９.６％） 
・ 加入電話 ⇒ 固定のシェア（通信回数） （   同   ４７.６％ →    同   ３９.６％） 

 
 



 

 ３

 
 
（５)  固定系通信では、通信回数の増加率に対し、通信時間の増加率はより大幅な伸びを

示している。（旧来の電話目的の利用からデータ通信、インターネットへの移行。）
（Ｐ．７） 

 

 
・ 固定 ⇔ 固定の通信回数 昨年比  ０.４％の増加 
・ 固定 ⇔ 固定の通信時間 昨年比１２.６％の増加 
 
 
（６)  固定系通信では、市内、県内市外、県間においてＮＣＣ（ＮＴＴグループ以外）の

シェアが伸びたが、総通信回数でみると、ＮＴＴグループ（ＮＴＴ東･西＋ＮＴＴコ
ミュニケーションズ）は８割以上のシェアを占めている。 
 ただし、本年５月の優先接続の導入により、例えば市内、国際ではトラヒックとマ
イライン登録のシェアの間に乖離がある等、今後の動向が注目される。 
 また、携帯電話では、ＮＴＴドコモがシェアを伸ばす結果となっている（Ｐ．８）。 

 

 
               (参考)NCC のマイライン登録での 

シェア（10 月末） 
・ 県  間   (平成１１年度４５.４％→平成１２年度４６.５％)   （４２.０％） 
・ 県内市外   (   同  ２５.９％→   同   ３１.４％)   （３１.８％） 
・ 市  内   (   同   ３.５％→   同    ４.５％)   （２５.６％） 
・ 国際(KDDI 以外)(   同  ４２.５％→   同   ４５.１％)   （７５.５％）(KDDI 以外) 
・ 携帯電話   (   同  ４２.０％→   同   ３７.１％) 
 
 
 

NCC のトラヒックシェア（通信回数） 



 

 ４

３３３３３３３３        加加加加加加加加入入入入入入入入数数数数数数数数のののののののの推推推推推推推推移移移移移移移移        
 

○ 加入電話の加入数は５,２２６万加入で、４年連続の減少（対前年度５.９％減、３
２９万加入減）。 

○ ＩＳＤＮの加入数は９７０万加入で、引き続き大幅に増加（対前年度４５.２％増、
３０２万加入増）。 

○ 携帯電話の加入数は６,０９４万加入で、引き続きほぼ１,０００万加入の増加（対
前年度１９.２％増、９８０万加入増）。 

○ 移動系通信（携帯電話+ＰＨＳ）の加入数合計が固定系通信（電話+ＩＳＤＮ）の加
入数合計を逆転、平成１２年１０月末速報値では、携帯電話加入数が固定系通信の
加入数合計をも逆転。 

 

(単位：万加入) 

 

区 分 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成 10 年度 平成 11 年度 平成 12 年度 
平成 13 年 

10 月末(速報値) 

加入電話 
6,111 
(2.0%) 

6,153 
(0.7%) 

6,045 
(▲1.8%) 

5,856 
(▲3.1%) 

5,555 
(▲5.1%) 

5,226 
(▲5.9%) 

5,127 
(▲1.9%) 

ＩＳＤＮ 
53 

(31.9%) 
111 

(109.4%) 
240 

(116.2%) 
407 

(69.6%) 
668 

(64.1%) 
970 

(45.2%) 
1,037 
(6.9%) 

固定合計 
6,164 
(2.2%) 

6,264 
(1.6%) 

6,285 
(0.3%) 

6,263 
(▲0.4%) 

6,223 
(▲0.6%) 

6,196 
(▲0.4%) 

6,164 
(▲0.5%) 

携帯電話 
1,020 

(135.6%) 
2,088 

(104.7%) 
3,153 
(51.0%) 

4,153 
(31.7%) 

5,114 
(23.1%) 

6,094 
(19.2%) 

6,592 
(8.2%) 

ＰＨＳ 
151 
(--) 

603 
(299.3%) 

673 
(11.6%) 

578 
(▲14.1%) 

571 
(▲1.2%) 

584 
(2.3%) 

568 
(▲2.7%) 

移動合計 
1,171 

(170.4%) 
2,691 

(129.8%) 
3,826 
(42.2%) 

4,731 
(23.7%) 

5,685 
(18.7%) 

6,678 
(17.1%) 

7,160 
(7.2%) 

 ※ 下段カッコ内は対前年度増加率。ＰＨＳは平成７年度よりサービス開始。 
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４４４４４４４４        主主主主主主主主ななななななななイイイイイイイインンンンンンンンタタタタタタタターーーーーーーーネネネネネネネネッッッッッッッットトトトトトトト接接接接接接接接続続続続続続続続ササササササササーーーーーーーービビビビビビビビススススススススのののののののの利利利利利利利利用用用用用用用用状状状状状状状状況況況況況況況況        
 

○ 固定系端末（ＣＡＴＶ、ＤＳＬ含む）を利用した主なインターネット接続サービス
加入数（注１）（注１）（注１）（注１）は、平成１２年度末で約１,８１３万加入、本年９月末時点で約２,
１０３万加入と、昨年度末を１００とするとそれぞれ１４９、１７３となっている。 

 

○ 携帯電話端末を利用したインターネット接続サービス加入数（注２）（注２）（注２）（注２）は、平成１２年
度末で３,４５７万加入、本年９月末時点で約４,４９４万加入と、昨年度末を１０
０とするとそれぞれ４６１、５９９と大幅な伸びを示している。 

 

○ また、平成１２年度の携帯電話端末を利用したインターネット接続サービスの利用
量は、約１２,６５７億パケット（推計値）（注３）（注３）（注３）（注３）と、昨年度末を１００とすると１,
１２０と１１倍以上の爆発的な伸びを示している。 

 
・ 固定系端末を利用した主なインターネット接続サービス加入数とその増加傾向 

 平成 12年 
3月末 同 9月末 平成 13年 

3月末 同 9月末

加入数(万) 1,215 1,501 1,813 2,103 
増加率 100 123.5 149.2 173.1 

 
 
・ 携帯電話端末を利用したインターネット接続サービス加入数とその増加傾向 

 平成 12年 
3月末 同 9月末 平成 13年 

3月末 同 9月末

加入数(万) 750 1,968 3,457 4,494 
増加率 100 262.4 461.0 599.2 

 
 
・ 携帯電話端末を利用したインターネット接続サービス利用量(推計値)とその増加傾向 

 平成 12年 
3月末 同 9月末 平成 13年 

3月末 同 9月末

パケット数（億） 1,130  12,657  
増加率 100  1,120.1  

 
 
注１ 大手ＩＳＰ１５社のダイヤルアップ接続サービス、ＣＡＴＶインターネット接続サービス、ＤＳ
Ｌサービス（ＮＴＴ東･西の端末回線を利用して提供されるもの）の加入数速報値合計であり、す
べての「固定系端末を利用したインターネット接続サービスの加入数」の合計を表すものではない。 

 

注２ ｉモード,Ezweb(旧 Ezaccessを含む),J-Skyサービスの加入数速報値合計 
 

注３ 音声伝送役務により提供されるサービス（J-Skyサービス、Ezwebサービスの一部）については、
その通信回数等から通信量（パケット数）を推計した。 
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５５５５５５５５        相相相相相相相相互互互互互互互互通通通通通通通通信信信信信信信信状状状状状状状状況況況況況況況況（（（（（（（（１１１１１１１１））））））））        
 

○ 総通信回数は１,４４７億回、対前年度７.７％増。 
○ 総通信回数において、固定 ⇔ 固定のシェアは年々減少、移動系端末を利用した通
信へのシフトが続いている。固定 ⇔ 移動のシェアはほぼ昨年と同様であることか
ら、固定 ⇔ 固定から移動 ⇔ 移動への移行がおこっている。 

 

・ 固定 ⇔ 固定 （平成１１年度６３.９％ → 平成１２年度５９.５％） 
 

  移動系端末を 
  利用した通信 
 

  移動 ⇔ 移動 （  同   １８.２％ →    同   ２２.４％） 
  固定 ⇔ 移動 （  同   １７.９％ →    同   １８.１％） 

 

相互通信回数の推移       （単位:億回） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

区 分 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 

総通信回数 
(対前年度比) 

1,247 
(+5.9%) 

1,270 
(+1.8%) 

1,344 
(+5.8%) 

1,447 
(+7.7%) 

固定⇒固定 
(全体比) 

943.5 
(75.6%) 

866.5 
(68.2%) 

858.0 
(63.9%) 

861.1 
(59.5%) 

固定⇒移動 
(全体比) 

90.6 
(7.3%) 

104.8 
(8.3%) 

105.1 
(7.8%) 

112.2 
(7.8%) 

移動⇒固定 
(全体比) 

119.0 

(9.5%) 
128.6 

(10.1%) 
135.5 

(10.1%) 
149.5 
(10.3%) 

 

移動⇒移動 
(全体比) 

94.1 

(7.5%) 
170.0 

(13.4%) 
244.5 

(18.2%) 
324.7 
(22.4%) 

1,247 1,270 1,344 

（  同   ３６.１％ →    同   ４０.５％） ・ 

1,447 



 

 ７

６６６６６６６６        相相相相相相相相互互互互互互互互通通通通通通通通信信信信信信信信状状状状状状状状況況況況況況況況（（（（（（（（２２２２２２２２））））））））        
 

○ 加入電話 ⇒ 固定のシェアが通信回数で３９.６％（平成１１年度４７.６％）、通
信時間で４９.６％（平成１１年度５５.５％）と、回数、時間とも５割を割り込む
結果となったが、ＩＳＤＮ ⇒ 固定のシェアは１８.４％（平成１１年度１４.２％）
と大幅な伸びを示した。 

○ また、固定 ⇔ 固定では、総通信回数は昨年度８５８.０億回から本年度８６１.
１億回と０.４％の増加であるのに対し、総通信時間は昨年度４６.２億時間から本
年度５２.０億時間と１２.６％の増加であり、昨年までに引き続き、旧来の電話目
的の利用からデータ通信、インターネットへの急激なシフトがうかがえる 

 

○ 一方、携帯電話 ⇔ 携帯電話の通信回数のシェアは２０.５％（平成１１年度１５.
０％）と初めて２０％を超え、引き続き大幅な伸びを示した。 

 
【通信回数】       相互通信状況（通信回数）         単位：億回 

         着信 
発信 

固定系端末 携帯電話 PHS 合計 

加入電話 572.７ 
（39.6%）[47.6%] 

公衆電話 
22.5 

（1.6%）[2.1%] 

ISDN 
265.9 

（18.4%）[14.2%] 

99.9 
（6.9%） 
[7.3%] 

12.3 
（0.8%） 
[0.5%] 

973.2 
（67.2%） 
[71.7%] 

携帯電話 134.4 
（9.3%）[9.1%] 

297.3 
（20.5%）[15.0%] 

6.6 
（0.5%）[0.6%] 

438.3 
（30.3%）[24.8%] 

PHS 
14.6 

（1.0%）[1.0%] 
6.9 

（0.5%）[0.6%] 
14.4 

（1.0%）[1.9%] 
35.9 

（2.5%）[3.5%] 

合計 1,010.1 
（69.8%）[73.9%] 

404.1 
（27.9%）[22.9%] 

33.3 
（2.3%）[3.1%] 

1,447.5 
（100.0%） 

 
【通信時間】       相互通信状況（通信時間）        単位：億時間 
         着信 
発信 

固定系端末 携帯電話 PHS 合計 

加入電話 34.8 
（49.6%）[55.5%] 

公衆電話 
0.5 

（0.7%）[1.1%] 

ISDN 
16.7 

（23.7%）[18.6%] 

3.4 
（4.8%） 
[5.5%] 

0.4 
（0.5%） 
[1.0%] 

55.7 
（79.3%） 
[81.5%] 

携帯電話 3.5 
（5.0%）[5.2%] 

9.7 
（13.8%）[11.2%] 

0.2 
（0.3%）[0.4%] 

13.4 
（19.1%）[16.8%] 

PHS 
0.6 

（0.8%）[0.8%] 
0.2 

（0.3%）[0.3%] 
0.3 

（0.5%）[0.5%] 
1.1 

（1.6%）[1.6%] 

合計 56.1 
（79.8%）[81.1%] 

13.3 
（18.9%）[17.0%] 

0.9 
（1.3%）[1.9%] 

70.3 
（100.0%） 

【注】1 着信欄の「固定系端末」には、加入電話、ISDNの他、無線呼出を含む。 
   2 着信欄の「携帯電話」及び「PHS」では、システム上発信側が、電話、ISDN、公衆電話のいずれであるか識

別できない。 
   3 上段は通信回数若しくは通信時間、下段(  )内は総相互通信合計に対する構成比、[ ]内は昨年度の構成比。 



 

 

７７７７７７７７        ＮＮＮＮＮＮＮＮＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣＣののののののののトトトトトトトトララララララララヒヒヒヒヒヒヒヒッッッッッッッッククククククククシシシシシシシシェェェェェェェェアアアアアアアア        
 

○ 固定系通信では、市内、県内市外、県間ともＮＣＣのシェアが伸びるも、全体とし
てみると、ＮＴＴグループは８０％以上のシェアを占めている。 
 ただし、本年５月の優先接続制度の導入により、来年度以降の動向が注目される。 
 移動系通信では、携帯電話、ＰＨＳともに、ＮＴＴドコモのシェアが伸びている。 
 ・ 固定系通信 
   県 間（平成１１年度４５.４％ → 平成１２年度４６.５％） 
   県内市外（   同  ２５.９％ →    同  ３１.４％） 
   市 内（   同   ３.５％ →    同   ４.５％） 
 ・ 国際通信（   同  ４２.５％ →    同  ４５.１％） 
 ・ 携帯電話（   同  ４２.０％ →    同  ３７.１％） 
 ・ Ｐ Ｈ Ｓ（   同  ８５.０％ →    同  ７７.９％） 

 

【電話+ＩＳＤＮの状況】 
 (1) 全通信に占めるシェア 

ＮＣＣ 
18.5%[16.6%] 
154.8 億回 

ＮＴＴ 
81.5%[83.4%] 
683.7 億回 

 

 (2)  市内、県内市外及び県間通信におけるシェア 
県間通信 

23.0%[22.6%] 
193.1 億回 

県内市外通信 
16.0%[16.4%] 
133.5 億回 

市内通信 
61.0%[61.0%] 
511.9 億回 

①県間通信シェア 
 

ＮＣＣ ＮＴＴ  

  
②県内市外通信

 
 

ＮＴＴ 

 

 
【国際通信の状況】（日本発着合計による比

ＮＣＣ 45.1%[42.5%] 
368.7 百万回 

 
【携帯電話の状況】（発着合計による比較）

ＮＣＣ37.1%[42.0%] 
186.0 億回 

 

【ＰＨＳの状況】（発信による比較） 
ＮＣＣ 77.9%[85.0%]

28.0 億回 
※ 各欄の［ ］内は前年度シェア。 

 

46.5%[45.4%] 
89.7 億回 

 

53.5%[54.6%] 103.4 億回
シェア 
 68.6%[74.1%] 91.5 億回 
ＮＣＣ 31.4% [25.9%] 42.0 億回 
 

ＮＴＴ 95.5%[96.5%] 488.8 億回 

③市内通信シェア 

ＮＣＣ 4.5% [3.5%] 23.1 億回
８

較） 
ＫＤＤＩ 54.9%[57.5%] 

449.5 百万回 

 
NTT ﾄﾞｺﾓ 62.9%[58.0%] 

315.7 億回 

 NTT ﾄﾞｺﾓ 22.1%[15.0%] 
7.9 億回 



 

 ９

８８８８８８８８        国国国国国国国国際際際際際際際際通通通通通通通通信信信信信信信信ののののののののトトトトトトトトララララララララヒヒヒヒヒヒヒヒッッッッッッッックククククククク        
        

○ 国際通信のトラヒックは、発着信合計でみると回数、時間ともに昨年と比べ増加して
いる（対前年度比回数２.１％増、時間１４.０％増）。 
○ これを発着信別にみると、発信では回数、時間ともに増加、（対前年度比回数１０.
３％増、時間２２.０％増）し、着信では回数は減っているものの（対前年度比６.２％
減、）時間は増（対前年度比４.８％増）となっている。 

発着信合計の通信回数及び通信時間の推移 
(単位：百万回、百万時間)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
区 分 平成８年度 平成９年度 平成 10 年度 平成11年度 平成12年度 

761.2 798.5 773.2 801.2 818.2 通 信 
回 数 (11.4%) (4.9%) (▲3.2%) (3.6%) (2.1%) 

53.8 56.8 55.2 55.5 63.4 通 信 
時 間 (9.4%) (5.5%) (▲2.8%) (0.7%) (14.0%) 

（注） カッコ内は対前年度増減 
 

発着信別の通信回数及び通信時間の推移 
(単位：百万回、百万時間)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区 分 平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 
386.4 405.6 413.4 403.8 445.4 発 信 

回 数 (7.8%) (5.0%) (1.9%) (▲2.3%) (10.3%) 
374.8 392.9 359.7 397.3 372.7 着 信 

回 数 (15.4%) (4.8%) (▲8.4%) (10.5%) (▲6.2%) 
28.5 29.5 30.3 29.8 36.3 発 信 

時 間 (4.9%) (3.6%) (2.5%) (▲1.7%) （22.0%) 
25.3 27.3 24.9 25.8 27.0 着 信 

時 間 (15.0%) (7.6%) (▲8.5%) (3.5%) (4.8%) 
（注） カッコ内は対前年度増減 
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